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Ⅰ 会社概要
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①企業情報

会 社 名 北興化学工業株式会社

事 業 内 容 農薬の製造･販売、ファインケミカル製品の製造･販売

設 立 1950年（昭和25年）2月

本 社 東京都中央区日本橋本町一丁目5番4号

支 店 札幌、仙台、東京、新潟、大阪、岡山、福岡

国 内 工 場 北海道、新潟、岡山

研 究 所 厚木（神奈川県） 試験農場を研究所内とは別に北海道、静岡に保有

資 本 金 3,214百万円

従 業 員 652名（単体） ／ 765名（連結） いずれも臨時雇用者は除く

連結子会社
北興産業㈱、美瑛白土工業㈱、ホクコーパツクス㈱、
張家港北興化工有限公司（中国江蘇省）
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（2016年11月30日現在）



30.0%

69.9%

0.1%

営業利益

ﾌｧｲﾝｹﾐｶﾙ
事業

その他

70.8%

29.1%

0.1%
売上高

ﾌｧｲﾝｹﾐｶﾙ
事業

その他

②事業内容
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農薬事業
 殺菌剤、殺虫剤、除草

剤等の製造･販売

ファインケミカル
事業

 樹脂、医農薬、電子材
料等向けの原料・中間
体・触媒の製造･販売

（2016年11月期）

※ その他は石油製品の売上等

農薬事業

農薬事業



 農薬事業
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3,292 
3,147  3,154 

3,323  3,309  3,245  3,290  3,348  3,372  3,440  3,359 

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

（億円）

国内農薬出荷金額

分類なし

その他

野菜畑作

果樹

水稲

（出典：農薬工業会）

・国内の農薬市場動向 ⇒ 近年ほぼ横ばいで推移

横 ば い

農薬年度
（10月～翌9月）



 農薬事業
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・世界の農薬市場動向 ⇒ 食料需要の増大等に
伴い拡大

377 377 
413 

488 
460 472 

528 
559 

607 
632 

575 

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

世界農薬出荷金額

農耕地用農薬 非農耕地用農薬

（億ドル）

（出典：Phillips McDougall）

年



 農薬事業

• 国内市場の成熟と世界市場の拡大に伴い、海外向け販売割合が増加傾向
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94.9% 93.9% 93.1% 90.5% 90.7%

5.1% 6.1% 6.9% 9.5% 9.3%
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12.11 13.11 14.11 15.11 16.11

当社農薬事業の売上構成

国内 海外
• ＪＡを通じてエンドユーザー
に供給（系統ビジネス）

• 農薬メーカー他社からの依
頼に基づく受託製造

国内

• 主にアジア、北中南米等に
商社を通じ販売海外

当社の国内・海外向け事業



約16% 当社

他社

 農薬事業
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水稲市場に強み
国内水稲剤出荷額の当社シェア（推定）

製剤技術に強み
【主な製品例】

Dr.ｵﾘｾﾞ箱粒剤（1997年9月登録）
• Meiji Seika ﾌｧﾙﾏ㈱との共同開発

• 水面施用のｵﾘｾﾞﾒｰﾄを育苗箱施用の
粒剤として開発

 （ﾒﾘｯﾄ）作業負担が軽減され、処理時
期が緑化期～田植当日までへ拡大

67.4%
32.6%

当社国内農薬売上の分野別構成

水稲剤
園芸剤

（2016年11月期）

日本の就農人口
の減少･高齢化

省力化ニーズ
の増大

簡便な処理が可能な
剤型の開発に注力

当社の農薬原体
原体名 登録年 分野 種類

カスガマイシン 1965年 水稲・園芸 殺菌剤

塩基性塩化銅 1966年 園芸 殺菌剤

イミベンコナゾール 1994年 園芸 殺菌剤

イプフェンカルバゾン 2013年 水稲 除草剤

原体名 登録年 分野 種類

テフリルトリオン 2010年 水稲 除草剤
自
社
開
発
原
体

共
同
開
発
原
体

 全国農業協同組合連合会・バイエルクロップサイエンス㈱
との共同開発



 農薬事業
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 トリアゾリノン骨格をもつ水稲除草剤⇒2013年８月に登録し、2014年に上市
2016年 日本農薬学会 業績賞（技術）受賞

特長・効果
水稲に対する高い安全性を示し、「ノビエ」

※
に対する 高い

効果と優れた残効性 ※ｲﾈ科ﾋｴ属の野生種の総称で、米作地帯の代表的雑草。

 イプフェンカルバゾン

 2014年の上市後毎年売上が拡大  アジアの水稲市場を中心に開
拓を進め、2014年4月に韓国
で登録取得し販売中

 台湾では2018年に登録予定

 ベトナム、インド、タイ、インドネ
シア等では登録に向けて試験
を実施中

国内

製 品 ウィナー 、カチボシ、キマリテ

海外

2014 2015 2016

推定使用面積(千ha) 9 77 145

シェア※ 0.5% 4.5% 8.3%

公益財団法人 日本植物調節剤研究協会の統計より作成

※使用時期が同じタイプの水稲除草剤に占めるシェア

農薬年度（10月～翌9月）



 奈良･春日大社の土壌より分離した放線菌により生産される殺菌剤
⇒1965年５月に登録後、約50年にわたり使用されている

 農薬事業

特長・効果
水稲の「いもち病」

※
に使用され、野菜類の細菌性病害にも

高い効果 ※ｲﾈに発生する主要な病気の１つ。大幅な減収と食味の低下を招く。

 カスガマイシン
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 国内

 水稲の育苗箱から本田
散布、空中散布まで幅広
く使用可能

 甜菜の褐斑病、茶の輪
斑病・赤焼病に高い効果

国内  海外

世界40ヵ国で登録（アジアでは主に水稲

の「いもち病」防除剤として、他の国では野
菜･果樹の細菌病防除剤として使用）

特に米国では、10年以上の歳月をかけ
2014年に登録を取得し、りんごの火傷病
※
に効果を発揮

※ 海外において、りんごに大きな被害をもたらす病害で、従来の薬剤への耐
性菌が発生し、代替剤が強く望まれていた

海外での需要増に応え販売拡大に注力中

主な製品
カスミン液剤 、カスミン

ボルドー、ダブルカット剤

海外



 ファインケミカル事業
• グリニャール反応（後掲「補足説明資料」ご参照）をコア技術として、幅広

い分野・フィールドに対して製品を供給
• 自社製品販売と受託製造の事業を展開

主な用途

触媒配位子、硬化促進剤、液
晶原料

フォトレジスト、農薬中間体

医薬他合成用原料

医薬他合成用原料、電子材
料、工業用防腐防カビ剤

製品群

自
社
製
品

受託製品

• 有機リン化合物

• スチレン系機能性モノ
マー

• グリニャール試薬

• 各種アルコール、誘導
体、その他

分野・フィールド

34.5%

15.7%13.5%

36.3%

分野別売上構成比率

電子材料、触媒、コーティング• ファインセラミックス

 樹脂

 その他

 電子材料

 医農薬
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 ファインケミカル事業

自社製品

受託製品

45.2%
54.8%

売上高構成（自社・受託）

自社製品

受託製品

63.4%23.4%

4.1% 9.1%

自社製品売上高構成

有機リン化合物 ｽﾁﾚﾝ系機能性ﾓﾉﾏｰ
グリニャール試薬 その他

 主要製品はＴＰＰ （ Tri Phenyl Phosphine
＞有機リン化合物）

• 多方面の分野・フィールドに対して提供
• 世界トップクラスのメーカーとなっている。

（後掲「補足説明資料」ご参照）

• 長年の技術･ノウハウの蓄積をベースとし
て、取引先との緊密なリレーションのもと、広
範な分野にわたり製造を受託。

• 中でもグリニャール反応は、世界でも有数の
技術･規模により取引先からの幅広いニーズ
に応えている。
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Ⅱ 2016年11月期決算
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 連結業績

2013/11 2014/11 2015/11 2016/11 前期比 増減率

売 上 高 38,795 （100％） 42,416 （100％） 42,251 （100％） 40,117 （100％） △2,134 △5.0％

営 業 利 益 248 （0.6％） 1,364 （3.2％） 2,497 （5.9％） 2,464 （6.1％） △32 △1.3％

経 常 利 益 801 （2.1％） 1,790 （4.2％） 2,956 （7.0％） 2,777 （6.9％） △179 △6.1％

当期純利益 487 （1.3％） 997 （2.4％） 1,900 （4.5％） 1,965 （4.9％） +65 +3.4％

• 売上高は、主にファインケミカル事業における製品需要の低下の影響により減収。

• 営業利益は、原価低減や経費の削減を進めたが、売上高の減少が影響し減益。

• 経常利益は、円高の進展による為替差損の発生もあり減益幅拡大。

• 親会社株主に帰属する当期純利益は、法人税等が減少したことから増益。

14

（百万円）

注）表示方法の変更について
当社は、たな卸資産の一部についてその廃棄損を営業外費用に計上していましたが、2016年度より売上原価として計上する方法に
変更しました。これに伴い、2013～2015年度については、「営業利益」並びに「セグメント別農薬事業の営業利益」を、同様の基準で
組み替えて表示しています。
なお、売上高、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益の表示に変更はありません。

※為替レート（1米ドル＝）・・・ 2015/11：120.33円、2016/11：110.01円



 連結業績（四半期毎の推移）

• 農薬の需要は季節性が大きいことから、当社の売上・利益はそれに合わせて第１四半期がピーク
となり、第２四半期以降は減少する特徴がある。
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（百万円）

10,336 10,823

7,678

9,958

13,414 

10,699

8,863 9,440

14,188 

10,950

8,821 8,293

14,620 

10,393 

8,310 

6,794 

193 256

▲ 231
30

1,089

304 317

▲ 345

1,439

699
429

▲ 69

1,791

583 459

▲ 370

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

１３.１１ １４.１１ １５.１１ １６.１１

売上高-農薬事業 売上高-ﾌｧｲﾝｹﾐｶﾙ事業 営業利益



 セグメント別業績
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（百万円）

27,783 28,836 28,679 28,418 

13.11 14.11 15.11 16.11

売上高

▲ 65

192

818
739

-0.2%

0.7%

2.9%
2.6%

13.11 14.11 15.11 16.11

営業利益 営業利益

営業利益率

2016年度／売上高･･･前期比0.9％減、営業利益･･･同9.6％減

• 2015年11月期は、売上はやや減少するも、自社原体含有製品の売上増や円安効果、不採算事業
の撤退等により利益率が上昇。

• 2016年11月期は、国内販売では、イプフェンカルバゾン含有の新製品拡販により水稲用除草剤が

伸長するも、その他の製品が減少。また海外販売では、受注が増加したものの、円高の影響など
により減収。

農薬事業
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• 自社開発原体イプフェンカルバゾン含有製品の拡販により、除草剤が増加（国内・輸出）。

• 主に自社開発原体カスガマイシン含有製品の海外からの受注が増加したため殺菌剤が増えているが、
2016年度は、受注数量は増加するも、為替の影響により売上高は減少（輸出）。

1,663 1,962 
2,713 2,636 

6.1%
6.9%

9.5%

9.3%

13.11 14.11 15.11 16.11

輸出（個別）

輸出 輸出割合

6,546 6,708 5,840 5,365

7,069 7,292 7,855 7,842

7,136 7,414 6,975 6,541

6,334 6,617 7,580 8,157

13.11 14.11 15.11 16.11

種類別（個別）

殺虫剤 殺菌剤 殺虫殺菌剤 除草剤

（百万円）

 セグメント別業績 農薬事業（種類別・輸出売上高）

（前期比）

（+7.6％）

（△6.2％）

（△0.2％）

（△8.1％）

（前期比）

（△2.8％）
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10,895 

13,509 13,538 

11,674 

13.11 14.11 15.11 16.11

売上高

295 

1,162 

1,663 
1,722 

2.7%

8.6%

12.3%

14.7%

13.11 14.11 15.11 16.11

営業利益

営業利益

営業利益率

（百万円）
 セグメント別業績 ファインケミカル事業

2016年度／売上高･･･前期比13.8％減、営業利益･･･同3.5％増

• 2015年11月期は売上は横這いながら、円安効果や不採算品目の撤退等により利益率が上昇。

• 2016年11月期は世界的な需要の低迷により、主要分野の樹脂添加剤や医農薬中間体が減少

するなど受注が低調に推移したことから減収となったが、営業利益は原価低減や経費の削減
により増益。



19

7,986 
10,414 9,779 

8,435 

2,076 

2,320 3,001 

2,388 

13.11 14.11 15.11 16.11

国内・輸出別（個別）

国内 輸出

5,075 5,632 6,003 4,897 

4,986 

7,102 6,778 
5,926 

13.11 14.11 15.11 16.11

自社・受託製品別（個別）

自社製品 受託製品

（百万円）

• 輸出売上高の増加が傾向が続いていたが、2016年度は、世界的な需要の低迷および為替の影
響により減収。

• 自社・受託製品別では、約半々で推移している。

 セグメント別業績 ﾌｧｲﾝｹﾐｶﾙ事業（国内輸出別・自社受託製品別売上高）

（前期比）

（△20.4％）

（△13.7％）

（前期比）

（△12.6％）

（△18.4％）
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2,809 3,698 4,641 4,091 

1,698 
1,908 

1,724 1,875 1,647 

2,388 2,007 
1,579 

3,908 

4,741 4,408 
3,278 

10,062 

12,735 12,780 

10,823 

13.11 14.11 15.11 16.11

分野別（個別）

分野 前期比

樹 脂 △25.6％

医 農 薬 △21.3％

電 子 材 料 +8.8％

そ の 他 △11.8％

合 計 △15.3％

2016/11分野別
前期比増減（個別）

• 2016年度は電子材料は増加するも、世界的な需要の低迷により、主要分野の樹脂添加剤や医農
薬中間体が減少。

（百万円）

 セグメント別業績 ﾌｧｲﾝｹﾐｶﾙ事業（分野別売上高）

■樹脂 ■医農薬 ■電子材料 ■その他



 連結Ｂ／Ｓの推移
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（百万円）

13,038 13,507 13,322 13,167 12,639

2,077 1,983 2,394 2,652 1,638 

13,439 13,253 13,780 15,324
14,899

13,195 12,719 12,788
13,061

10,798

41,750 41,462 42,284
44,204

39,974

12.11末 13.11末 14.11末 15.11末 16.11末

資産の部

受取手形及

び売掛金

棚卸資産

その他流動

資産

固定資産

（前期比）

（△4,230）

（△2,263）

（△425）

（△1,015）

（△528）

• 利益を積み上げたことにより、自己資本比率は前期末の39.7%から47.2%に向上。

13,302 14,499 15,289 17,528 18,877 

9,840 9,442 
10,992 

11,315 10,105 

11,611 9,785 
8,196 

8,057 5,911 

6,996 7,736 7,806 
7,304 

5,080 

41,750 41,462 42,284 
44,204 

39,974 

31.9% 35.0% 36.2% 39.7%
47.2%

12.11末 13.11末 14.11末 15.11末 16.11末

負債・純資産の部

支払手形及

び買掛金

借入金

その他負債

純資産

自己資本比

率

（前期比）

（△4,230）

（△2,224）

（△2,146）

（△1,209）

（＋1,348）



Ⅲ 2017年11月期の見通し
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 連結業績予想
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（百万円）

2016/11実績 2017/11予想 増減 増減率

売 上 高 40,117 （100％） 40,200 （100％） +83 +0.2％

営 業 利 益 2,464 （6.1％） 2,250 （5.6％） △214 △8.7％

経 常 利 益 2,777 （6.9％） 2,900 （7.2％） +123 +4.4％

当期純利益 1,965 （4.9％） 2,000 （5.0％） +35 +1.8％

• 売上高は、国内農薬市場の動向や景気低迷の影響等から概ね横這い見込み。

• 営業利益は農薬事業における研究開発費のほか販管費の増加等により減益見込
みながら、経常利益は為替損益の改善等により増益見込み。

※為替レート（1米ドル＝）・・・ 2016/11実績：110.01円、 2017/11予想：100.00円



 セグメント別業績予想
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 2017/11期 見込み
• 輸出では出荷数量の増加を見込むものの、国内農薬市場の動向等から、全体の売上高は

概ね横這い見込み。

• 営業利益は、研究開発費等の販管費の増加等により減益見込み。

 2017/11期 主な取組み
• 国内販売では、水稲用除草剤や水稲用育苗箱処理剤などの主要製品の普及を強化。

• 海外販売では、自社開発製品の登録国拡大、輸出用製品の安定生産を目的として前期に
竣工した新潟工場第二工場の本格稼働に注力。

2016/11実績 2017/11予想 増減 増減率

売 上 高 28,418 （100％） 28,598 （100％） +180 +0.6％

営 業 利 益 739 （2.6％） 597 （2.1％） △142 △19.2％

 農薬事業 （百万円）



 セグメント別業績予想
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 2017/11期 見込み
• 売上高は、世界的な需要低迷の影響から概ね横這い見込み。

• 営業利益は、高利益品目の販売増を見込む一方、販管費の増加等もあり微減の見込み。

 2017/11期 主な取組み
• 販売面では、展示会・学会への積極的な出展・参加を通じたビジネスチャンスの創出に注力。

• 製造面では、新製品および販売増加製品の製造能力や収率アップに向けた生産性の向上。

2016/11実績 2017/11予想 増減 増減率

売 上 高 11,674 （100％） 11,576 （100％） △98 △0.8％

営 業 利 益 1,722 （14.7％） 1,647 （14.2％） △75 △4.3％

 ファインケミカル事業 （百万円）



Ⅳ ３ヵ年経営計画の進捗
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 ３ヵ年経営計画の進捗状況

42,994
41,20639,88038,795

42,416

42,500 42,000 
40,200 

42,251 
40,117 

621 390 436
248

1,364

2,497 2,464 

1,900 
2,050 

2,250 

10.11 11.11 12.11 13.11 14.11 15.11 16.11 17.11

売上高 営業利益

組織･設備･開発という３つの柱を拡充しつつ事業展開
売上の伸びに頼らず利益を計上できる体質への転換を推進

【最重要目標】財務基盤の強化（自己資本比率の向上）

← 計画期間→

（連結ベース 単位：百万円）

 初年度の2015年11月期は、農薬事業では全体の売上は計画を下回ったものの高利益品目や海外向けの販売が計画に比べ伸び
たことに加え円安効果もあり利益が増加し、ファインケミカル事業では主に売上が計画を上回ったことから利益も増加。

 2年目の2016年11月期は、主にファインケミカル事業において世界的な需要の低迷から受注が低調に推移したため、全体の売上
は計画を下回ったものの、円高に伴う原材料費の低下や生産性の向上など、製造コストの低減等により利益は計画を上回った。

＜計画期間＞

2014年12月～
2017年11月

13,650 
13,234 13,302 

14,499 15,289 
17,528 

18,877 
20,500 

29.3% 30.2% 31.9%
35.0% 36.2%

39.7%

47.2% 47.0%

10.11 11.11 12.11 13.11 14.11 15.11 16.11 17.11

自己資本金額 自己資本比率

← 計画期間→

計
画
骨
子

計
画
と
の

比
較

2016年11月期より、たな卸資産の一部にか
かる廃棄損を営業外費用から売上原価と
して計上する方法に変更したため、2015年
11月期以前の営業利益についても、同様
の基準で組み替えて表示しています。
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 計画期間中の取組み 農薬事業

国内向け
 作付面積縮小傾向を前提とした売上高の維持
 自社開発原体含有農薬の登録拡大
 製造コスト削減

進捗状況（15.11期 16.11期） 最終年度（17.11期）の取組み

販
売

登
録

製
造

引続き、イプフェンカルバゾン関連の普及
に注力し、国内売上高を維持する。

自社開発原体含有製品の登録拡大
イプフェンカルバゾン含有製品登録数を順調に拡大

他の製品登録

当社独自技術による水稲育苗箱剤の登録を取得
（2016年11月）

14.11 15.11 16.11

13剤 15剤 16剤

生産体制の高度化・効率化等を図るため、生産能力増
強と自動化を推進

 イプフェンカルバゾン含有製品の新剤登録
を進める。

 2017年11月末見込み 18剤

他の製品登録

園芸剤を強化する目的で他社との共同開
発製品を登録予定

引続き左記を推進

施策
骨子

自社開発原体含有製品の普及拡販

イプフェンカルバゾン関連の販売が拡大し、国内農薬
の売上高を維持

10.5

81.0
146.3

14.11 15.11 16.11

（千ha）
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 計画期間中の取組み 農薬事業

海外向け

進捗状況（15.11期 16.11期） 最終年度（17.11期）の取組み

 カスガマイシン販売
水稲のいもち病防除剤としてｱｼﾞｱでの販売が拡大

【参考】世界の米作面積（単位：百万ha）

米国でりんごの火傷病防除剤として販売が本格化し
た。また、ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞのｷｳｲﾌﾙｰﾂ向け販売も開始。

 Hokko Chemical America Corporation
カスガマイシンの米国・中南米での普及促進等を主な

目的として米国に子会社を設立

販
売

登
録

製
造

 カスガマイシンの販売拡大を継続

 Hokko Chemical America Corporationに
駐在員を派遣し業務開始（2017年2月より）

 カスガマイシンの登録をﾛｼｱとｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝへ拡大（この
10年では北米、東欧、ｱﾌﾘｶ等）、現在の登録は約
40ヵ国

 イプフェンカルバゾンのｱｼﾞｱでの登録申請に向けた準
備を推進

 カスガマイシン輸出用の製造工場を新潟東港工業地帯
に建設し、2016年11月より操業

同工場におけるカスガマイシンの安定生産

 成長を続ける海外農薬市場における販売体制の整備
 海外向け製品の安定供給のための設備投資

施策
骨子

 カスガマイシンの東欧、ｱﾌﾘｶでの登録国拡
大を推進

 イプフェンカルバゾンの登録取得に向けた
活動（台湾、中国、ｲﾝﾄﾞ等）

ｲﾝﾄﾞ 中国
ｲﾝﾄﾞ
ﾈｼｱ

ﾀｲ ﾍﾞﾄﾅﾑ 日本
世界
全体

43.00 30.21 12.16 9.46 7.66 1.51 159.04

（出典：Phillips McDougall）
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 計画期間中の取組み  ファインケミカル事業
 海外（欧州、中国、米国）における販売体制の整備
 市場ニーズに対応した材料開発・提供
 新規ビジネスの創生

進捗状況（15.11期 16.11期） 最終年度（17.11期）の取組み

販売増に向けた国内外企業との提携

国内のメーカーや欧州の商社との提携による、営業基
盤の強化・拡大

中国での情報収集、新規ビジネス探索の活動を継続

触媒配位子・エポキシ樹脂硬化促進剤の多様なライン
ナップを揃えた当社の強みを活かした販売活動を展開

販
売

開
発
・
製
造

海外、特に中国と米国における販売体制の
整備を継続

当社オリジナルの新規化合物である触媒
配位子および樹脂硬化促進剤を中心とした
販売推進を継続

新製品開発
医農薬、触媒（医薬品合成用）の自社新製品を上市
新規化合物（硬化促進剤）を特許出願

新規受託品開発

コア技術の拡大と自社触媒配位子等の活用により、
ユーザー処方による受託製造に加え、プロセス改良も
加えた提案型の受託ビジネスを展開

開発スピード向上

中間プラント増強（２系列化）、高真空蒸留装置の有効
活用により、新製品（自社製品・受託製品）の早期開
発・工業化を促進

 コア技術の拡大に資する設備の導入に向
けた継続検討

当社オリジナルの触媒配位子の活用等に
よる受託品開発の推進

設備の有効活用等による新製品開発のス
ピードアップ

施策
骨子
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 計画期間中の取組み
 事業構造改革

不採算品目･
事業撤退

• ファインケミカル事業のオクチル錫の生産を中止

• 北興産業㈱ 家庭園芸農薬事業から撤退
• ホクコーパツクス㈱ 農薬受託包装加工事業から撤退

経費削減

• 業務内容・規模に応じた適正な組織への再編

利益押上げ効果
※注

（15.11期 ～16.11期
の年間実績概算）

約３億円

約２億円

※注 項目により取組みの時期･性質が異なるため、 「利益押上げ効果」の計上額についても、計画期間前年度との比較額や中止・変更を行った事
業･組織等の赤字額･経費額など、項目により基準が異なる。 「利益押上げ効果」の計上額は、その他の取組み項目も含めた合計額。

• 運賃保管料の継続的な見直しによる改善

• 生産拠点化
※
および計画生産の取組み継続

※工場毎に粉剤や液剤といった剤の種類を分けて生産すること

主な取組み項目

• 製造原価低減に資する適正な設備導入等を図る取組み
※

の運用徹底

※活動体制を構築し、標準価格の調査・分析手法の確立や対外折衝
の強化等を通じて、適正な設備導入等を図る取組み
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 次期３ヵ年経営計画策定に向けて
 2017年12月から始まる新３ヵ年経営計画では、創立70周年にあたる最終年
の2020年に持続可能な成長モデルの構築を目指します。

 既存事業で安定的な収益
基盤を確立している

 70周年に目指す姿

 既存事業に関連した新たな
収益分野を開拓している

 健全な財務基盤を確立して
いる

 効率的な資本運営に努め
ている

 目指す姿に向けた計画の方向性

 新たな資本政策の方針

 負債と資本の最適なバランスを設定

 安定配当と利益動向に応じた増配を組み合わせた
配当方針・水準を明示

 既存事業の進化･深化

 自社農薬原体の早期創製に向けた研究開発力の
強化

 海外向け販売の強化

 生産体制の一層の効率化

 事業分野･領域の拡張

 Ｍ＆Ａやアライアンスも選択肢とした新規ビジネス
の構築



■ 補足説明資料
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 連結子会社
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名 称 拠 点 主 な 事 業 内 容

連

結

子

会

社

張家港北興化工
有 限 公 司

中国江蘇省 ファインケミカル製品の製造･販売

美瑛白土工業㈱ 東京、北海道
銅基剤、白土およびバルーン（白
土発泡球体）等の製造･販売

ホクコーパツクス㈱ 東京、岡山
石油製品等の販売、当社の福利厚生
業務

北 興 産 業 ㈱ 東京 ファインケミカル製品等の販売

製品販売

製品･原料購入

業務等委託

張家港北興化工有限公司

美瑛白土工業㈱

ホクコーパツクス㈱

北
興
化
学
工
業
㈱

お取引先
北
興
産
業
㈱



 グリニャール反応について
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• １９００年にフランスのヴィクトル・グリニャール（後に本研究でノーベル化学賞
受賞）により開発された有機マグネシウムハロゲン化合物（グリニャール試
薬）が関与する反応の総称。グリニャール試薬は反応性が非常に高く、広範
囲の有機合成反応に応用されている。

• 医農薬中間体、有機EL原料、スチレン化合物、ホウ素化合物、リン化合物な
どの合成において、現在も重要な位置を占めている。

• 他の有機金属（リチウム、ナトリウムなど）反応剤と比べて発火性が低く取扱
いが容易なため、工業的にも広く利用されているが、試薬合成時の発熱の制
御が難しいため、グリニャール試薬の大量合成を行っている企業は少ない。

 TPP（Tri Phenyl Phosphine）について
• 世界需要は 5000トン以上、ここ数年増加傾向にある。

• ライバルメーカーは、欧州の大手企業、中国新興企業。

• ビタミン、医農薬、石油化学、電材などの分野に広く使用されている。



 設備投資・研究開発費の実績
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（百万円）

1,514 

603 

1,199 

1,880 
1,672 1,609 

1,462 1,444 

13.11 14.11 15.11 16.11

設備投資・減価償却費
設備投資

減価償却費

1,684 1,619 1,557 1,578 

4.3%

3.8% 3.7%
3.9%

13.11 14.11 15.11 16.11

研究開発費 金額

対売上比率

• 設備投資は、３ヵ年経営計画の期間（2015年11月
期～2017年11月期）に合計45億円実施する計画



本資料に記載されている業績予想に関しましては、現時点で
得られた情報に基づいて算定したものであり、実際の業績は
今後さまざまな要因によって異なる結果となる可能性があり
ます。

 お問い合わせ先

北興化学工業株式会社
企画部 IR担当

電話：０３－３２７９－５１５１
ＦＡＸ：０３－３２７９－５１９５


